
大阪市地域公共人材バンク運営要綱 

 

制  定 平成２５年 ８月３０日 

最近改正 平成３１年 ４月 １日 

 

   第１章 総則 

（目的） 

第１条 この要綱は、地域課題を自律的に解決できる地域社会づくりに資することを目的に、多様な活

動主体が連携・協働して行う公益を目的とした取組に対して、ファシリテーションなどの手法やまち

づくり活動に関する知識やノウハウを伝授する講義により支援することができる地域公共人材（以下

「人材」という。）を募集し、地域に派遣する大阪市地域公共人材バンク（以下「人材バンク」とい

う。）の運営にあたり、必要な事項を定める。 

 

   第２章 登録に関する手続き 

（登録の申請要件） 

第２条 登録を申請できる者は、次の各号のいずれにも該当しなければならない。 

（1）大阪市が掲げる「大きな公共を担う活力ある地域社会づくり」の趣旨及び大阪市地域公共人材活

用促進事業の目的を理解していること。 

（2）次の各号のいずれかに該当すること。 

ア 大阪市地域公共人材養成プログラム運営要綱に定める大阪市地域公共人材養成プログラムの修

了者 

イ 次の要件を同時に満たす者 

(ｱ) コーディネート・ファシリテーションの実績を有する者 

(ｲ) 市民活動の２年以上の経験を有する者、または、大阪市が実施する新たな地域コミュニテ

ィ支援事業の従事者として１年以上従事した者 

    ウ 大阪市に関連する講演や研修等で地域社会づくりに関する内容の講師として、複数回かつそれ

ぞれ異なる内容で業務を引き受けたことのある者 

 

（登録の申請） 

第３条 登録を希望する者は、大阪市地域公共人材バンク登録申請書（様式第１号）に、次に掲げる書

類を添えて、市長に提出しなければならない。なお、前条第２号アに該当する場合は第１号の書類を、

前条第２号ウに該当する場合は第２号の書類を省略することができるものとする。 

(1) 履歴書 

(2) レポート（小論文） 

(3) 誓約書 

(4) その他、市長が必要と認める書類 

 

（登録の認定） 

第４条 市長は、前条の申請について、その申請に係る者が第２条に規定する要件に適合し、かつファ

シリテーションなどの手法または講義による支援を行うことができると認めるときは、大阪市地域公

共人材選考会議開催要綱に基づく大阪市地域公共人材選考会議（以下「選考会議」という。）におい



て意見を聴取したうえで、人材バンクに登録するものとする。ただし、必要に応じ、選考会議の委員

による面接を行うことができるものとする。 

２ 市長は、人材バンクに登録する者のうち、特にまちづくり活動に関する知識や経験が豊富で、発展

的かつ持続可能な活動のヒントとなる知識やノウハウなどを伝授する講師として業務を行うことが

できると認められる者については、選考会議において意見を聴取したうえで、「指導者クラス」とし

て認定することができる。 

３ 市長は、人材バンクに登録する者のうち、中小企業診断士や公認会計士など国家資格を有する者で、

コミュニティビジネス／ソーシャルビジネスの起業や経営に関して専門的な支援ができると認めら

れる者については「コミュニティビジネス／ソーシャルビジネス専門相談者クラス」として認定する

ことができる。 

 

（登録の通知） 

第５条 前条の規定により登録を行うときは、大阪市地域公共人材バンク登録決定通知書（様式第２号）

により、登録を行わないときは、大阪市地域公共人材バンク登録不承諾書（様式第３号）により申請

者に通知するものとする。 

 

（登録事項の公表） 

第６条 前条の通知を受け、人材バンクに登録された者（以下「登録者」という。）の氏名、所属、職

名、専門分野、プロフィール、活動実績などに関する情報は、人材登録簿（様式第４号）に記載する

とともに、本人の同意を得たうえで、大阪市ホームページへの掲載等により公表する。 

 

（登録事項の変更） 

第７条 登録者は、前条に掲げる登録情報の内容に変更があったときは、大阪市地域公共人材バンク登

録変更・取消届（様式第５号）により、速やかに市長に届け出なければならない。 

 

（登録の取消し） 

第８条 市長は、登録者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、その登録を取り消すことが

できる。 

（1）偽りその他不正の手段により登録を受けたと判明したとき 

（2）当該登録者から大阪市地域公共人材バンク登録変更・取消届（様式第５号）の提出があったとき 

(3) 継続して３年間、本事業に関する活動がなかったとき 

（4）その他、市長が登録の取消しを適当と認めたとき 

２ 前項の規定により登録を取り消したときは、大阪市地域公共人材バンク登録取消通知書（様式第６

号）により、本人に通知するとともに、第６条に規定する登録者に関する情報を抹消する。 

 

   第３章 派遣に関する手続き 

（派遣の対象） 

第９条 人材の派遣の対象は、次の各号すべてに該当するグループ・団体が開催する、自らの活動の活

性化や他の活動主体との連携協働に向けた企画会議または外部も含む関係者の合意形成を図る場もし

くはまちづくり活動の知識やノウハウ等の習得のための勉強会とする。 

(1) 大阪市内で公益的な活動を行っている 



(2) 派遣先が大阪市内である 

(3) 人材バンク活用実績（派遣日、グループ・団体名、派遣先所在区名など）の公表を認める 

 

（派遣の申込） 

第 10条 人材派遣申込者（以下「申込者」という。）は、大阪市地域公共人材派遣申込書（様式第７号）

を、申込者が活動を行っている区（以下「活動区」という。）の区役所を通じて市長に提出するもの

とする。 

 

（派遣の可否） 

第 11 条 市長は、前条の人材派遣申込書を受け取ったときは、速やかにその内容を審査し、申込内容

に沿う人材を派遣する。ただし、申込者への人材の派遣が適当でないと認めるときは、派遣を行わな

いものとする。 

 

（派遣の通知） 

第 12 条 市長は、前条の規定により人材を派遣するときは、申込者に対して大阪市地域公共人材派遣

通知書（様式第８号）により、派遣する人材に対して大阪市地域公共人材派遣通知書（様式第９号）

により通知する。 

２ 市長は、前条の規定により人材の派遣を行わないときは、申込者に対して、大阪市地域公共人材派

遣不承諾書（様式第 10号）により通知する。 

 

（派遣計画） 

第 13条 人材の派遣を受ける団体（以下「被派遣団体」という。）は、大阪市から派遣された人材（以

下「派遣人材」という。）と調整のうえ、派遣計画（派遣回次、活動内容をいう。以下同じ。）を定め、

大阪市地域公共人材派遣計画書（様式第 11 号）により遅滞なく市長に届け出なければならない。た

だし、派遣日時又は派遣場所については、被派遣団体と派遣人材が協議して定めるものとする。 

２ 人材の派遣時間は１回につき１時間から３時間までの間とする。ただし、市長が必要と認める場合

はこの限りではない。 

３ 被派遣団体は、派遣計画の内容に変更が生じたときは、大阪市地域公共人材派遣計画変更届出書（様

式第 12 号）により速やかに市長に届け出なければならない。ただし、派遣日時又は派遣場所につい

て変更する必要が生じたときは、被派遣団体は速やかに派遣人材と協議しなければならない。 

４ 被派遣団体は、派遣計画又は派遣人材と協議して定めた派遣日時若しくは派遣場所について無断で

変更を行い、派遣人材に対して著しく損害を与えたときは、派遣費用を負担しなければならない。た

だし、正当な理由があると認められるときは、この限りではない。 

 

（活動の報告） 

第 14 条 派遣人材は、派遣後 10 日以内に、大阪市地域公共人材活動報告書（様式第 13 号）を市長に

提出しなければならない。 

 

（派遣費用） 

第 15 条 市長は、前条の活動報告書の内容に基づき、予算の範囲内で派遣人材に対し派遣にかかる報

償金を支給する。 



２ 前項の報償金の支給に関する事項は、市長が別途定める。 

 

   第４章 雑則 

（個人情報の取扱い） 

第 16 条 人材バンクの運営にあたって入手した個人情報は、大阪市個人情報保護条例（平成７年大阪

市条例第 11 号）に基づき、適正に取り扱うものとする。 

 

（庶務） 

第 17条 人材バンクに関する庶務は、大阪市市民局が行う。 

 

（委任） 

第 18条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は市民局長が定める。 

   

附 則 

この要綱は、平成 25 年８月 30日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、平成 25 年 10 月 17 日から施行する。 

  

附 則 

この要綱は、平成 26 年６月 30日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、平成 26 年 11 月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、平成 27 年 12 月 14 日から施行する。 

 

  附 則 

この改正規定は、平成 28年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この改正規定は、平成 30年４月１日から施行する。 

 

附 則 

 この改正規定は、平成 31 年４月１日から施行する。 

 



（様式第１号） 

大阪市地域公共人材バンク登録申請書 
 

大 阪 市 長 

平成  年  月  日 

住 所 

〒 

 

ふ り が な 

氏 名 
 

 

連絡先電話番号  

メールアドレス  

大阪市地域公共人材バンクへの登録を希望しますので、次の書類を添えて申請します。 

１ 履歴書 

２ レポート（小論文） 

３ 誓約書 

※ なお、大阪市地域公共人材バンク運営要綱第 2条第 2号アに該当する場合は「１ 履歴書」を、第

2条第 2号ウに該当する場合は「２ レポート（小論文）」を省略することができます。 

（参考）大阪市地域公共人材バンク運営要綱 第２条 登録の申請要件 

要件の確認１（確認されましたら、□にチェックを入れてください。） 

□ 私は、大阪市が掲げる「大きな公共を担う活力ある地域社会づくり」の趣旨及び大阪市地域公共人材

活用促進事業の目的を理解しています。（第２条第１号） 

 

要件の確認２（該当する要件の□にチェックを入れてください。） 

□ 大阪市地域公共人材養成プログラム運営要綱に定める大阪市地域公共人材養成プログラムの修了者  

（第２条第２号ア） 

□  コーディネート・ファシリテーションの実績を有する者であり、市民活動の２年以上の経験を有する

者（第２条第２号イ(ｱ)） 

□ コーディネート・ファシリテーションの実績を有する者であり、大阪市が実施する新たな地域コミュ

ニティ支援事業の従事者として１年以上従事した者（第２条第２号イ(ｲ)） 

□ 本市に関連する講演や研修等で地域社会づくりに関する内容の講師として、複数回以上かつそれぞれ

異なるテーマで業務を引き受けたことのある者（第２条第２号ウ） 

 

 



（第２号様式） 

大市民第   号 

平成  年  月  日 

 

        様 

 

大 阪 市 長 

 

 

大阪市地域公共人材バンク登録決定通知書 

 

 

平成  年  月  日付けで申請のあった大阪市地域公共人材バンク登録申請については、次

のとおり登録を決定したので、大阪市地域公共人材バンク運営要綱第５条の規定により通知します。 

 

記 

 

１ 登録年月日 

   平成  年  月  日 

  

 ２ 地域公共人材登録番号 

登録番号     －     

 

 ３ その他特記事項 



（第３号様式） 

大市民第    号 

平成  年  月  日 

 

        様 

大 阪 市 長           

 

 

 

大阪市地域公共人材バンク登録不承諾書 

 

 

 

平成  年  月  日付けで申請のあった大阪市地域公共人材バンクへの登録申請について

は、登録決定にいたらなかったので、大阪市地域公共人材バンク運営要綱第５条の規定により通知

します。 

 

 

 



（様式第４号） 

人 材 登 録 簿 

平成  年  月  日現在 

※本登録簿の内容は、ホームページ等で公開されます。 

登録日 平成  年  月  日 登録番号  顔写真 

（4cm×3cm） 

半身・正面・脱帽 

過去 3 か月以内 

に撮影したもの 

（任意） 

フリガナ 

氏名 

 

 

得意とする 

団体の種類 

□ 地縁型団体（自治会、地域活動協議会など） 

□ テーマ型団体（ＮＰＯ法人など） 

得意とする 

支援分野 

□ ファシリテーション □ 人材育成・担い手づくり □ 経営戦略・財源確保 

□ 広報・宣伝 □ 企画・マーケティング  □ 調査・アンケート  

□ 法務・法人取得 □ コミュニティビジネス・ソーシャルビジネス  

□ 出版（制作・編集・校正） □ イラスト・グラフィックデザイン □ Web デザイン  

□ 建築・空間デザイン □ 映像・音楽 □ イベント □ 販売 □  観光 

□ その他（            ） 

得意とする 

社会課題・ 

テーマ 

□ 高齢者    □ 障がい者   □ 子ども    □ 健康づくり・医療   

□ 防犯・防災  □ 教育・人権  □ 雇用・社会生活    

□ 国際協力・多文化共生  □ 地域活性・まちづくり  □ 文化・芸能・スポーツ 

□ ＩＣＴ・科学・環境   □ その他（           ） 

 

所属・職名  

主な 
プロフィール 

 

取得している
資格 

 

主な活動 

（市内での講

演実績や活動

実績） 

 

時 期 区・地域名 概  要 

   

   

   

   

   

自己ＰＲ  



（様式第５号） 

大阪市地域公共人材バンク登録変更・取消届 

 

大 阪 市 長 

平成  年  月  日 登録番号    － 

住 所 

〒 

 

 

ふ り が な 

氏 名 

 

 

連絡先電話番号  

 

 登録内容について、次のとおり変更・取消しを届け出ます。 

  

□変更  □取消し 

 ※いずれかを選択してください。 

 

 

 

 

 

変更内容 

 

 

 

 

 

 

 

変更・取消 

理由 

 

 

 

 

変更・取消 

希望年月日 
        年    月    日 



（様式第６号） 

 

大市民第    号 

平成  年  月  日 

 

        様 

大 阪 市 長           

 

 

 

大阪市地域公共人材バンク登録取消通知書 

 

 

 

大阪市地域公共人材バンク運営要綱第８条の規定により、次のとおり登録を取消します。 

 

 

記 

 

 

１ 登録取消年月日   

平成  年  月  日 

 

２ 登録を取り消した地域公共人材 

   登録番号     －     

 氏  名                   

 

３ 取消事由 



（様式第７号） 

大阪市地域公共人材派遣申込書 

 

大 阪 市 長 

平成  年  月  日 

（フリガナ） 

申込団体名称 

 

 

（フリガナ） 

（役職）代表者氏名 

 

（    ） 

所 在 地 
〒 

（フリガナ） 

連絡先氏名 

 

 
電 話 番 号 

 

ＦＡＸ番号  メールアドレス  

 

◎ 確認事項 大阪市地域公共人材バンク運営要綱 第９条 派遣の対象 

※確認されましたら、□にチェックを入れてください。 

□ 大阪市内で公益的な活動を行っています。（主な活動                  ） 

□ 派遣先は大阪市内です。（派遣先                         ） 

□ 人材バンク活用実績（派遣日、グループ・団体名、派遣先所在区名など）の公表を認めます。 

 

大阪市地域公共人材の派遣について、大阪市地域公共人材バンク運営要綱第10条の規定により、

次のとおり申込みます。 

 

記 

 

１ 派遣を希望する理由                                     

                                             

                                             

 

２ 希望する人材のスキル                                 

 ※希望する人材がいる場合 ：登録番号    －     氏名              

登録番号    －     氏名              

 

（区役所記入欄） 

受付日 受付区 担当課 担当者名 電話番号 

     

 

 



（様式第８号） 

大市民第    号 

平成  年  月  日 

 

                様 

大 阪 市 長           

 

 

 

大阪市地域公共人材派遣通知書 

 

 

 

 平成  年  月  日付けで申込のあった大阪市地域公共人材の派遣について、次のとおり地

域公共人材を派遣しますので、同要綱第 12 条第１項の規定により通知します。 

 

 

記 

 

 

１ 派遣する地域公共人材 

    

     登録番号      －      

     氏 名              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（様式第９号） 

大市民第    号 

平成  年  月  日 

登録番号     －     

 

                 様 

大 阪 市 長           

 

 

 

大阪市地域公共人材派遣通知書 

 

 

 

大阪市地域公共人材バンク運営要綱第 11 条の規定により次のとおりあなたを派遣しますので、

同要綱第 12 条第１項の規定により通知します。 

 

 

記 

 

 

１ 派遣先団体名                        

 

 

２ 派遣内容         

   

   

 



 

（様式第 10 号） 

 

大市民第    号 

平成  年  月  日 

 

        様 

大 阪 市 長           

 

 

 

大阪市地域公共人材派遣不承諾書 

 

 

 

平成  年  月  日付けで申込のあった、大阪市地域公共人材の派遣について、次の理由に

より承諾しないこととしたので、大阪市地域公共人材バンク運営要綱第12条第２項の規定により、

通知します。 

 

 

（承諾しない理由） 



（様式第 11 号） 

平成  年  月  日  

大阪市地域公共人材派遣計画書 

  

大阪市長  

所 在 地                   

団 体 名                   

代表者氏名                   

 

 大阪市地域公共人材バンク運営要綱第 13 条第１項の規定により、次のとおり派遣計画を定めました

ので届け出ます。 

 なお、本書に記載した事項（派遣回次及び活動内容）について変更がある場合は速やかにその旨を届

け出ます。 

 

  派遣承諾番号  平成  年  月  日付大市民第    号 

  派遣先団体名                        

 

【派遣回次及び活動内容】 

 

（※注）大阪市が経費を負担する派遣の対象は、企画会議または外部も含む関係者の合意形成を図る場

もしくはまちづくり活動の知識やノウハウ等の習得のための勉強会に限るものとする。 

 

 

 

回 次 内 容 

第 １ 回 
 
 

第 ２ 回 
 
 

第 ３ 回 
 
 

第   回 
 
 

第   回  

第   回  



（様式第 12 号） 

平成  年  月  日  

大阪市地域公共人材派遣計画変更届出書 

  

大阪市長  

 

所 在 地                   

団 体 名                   

代表者氏名                   

 

 大阪市地域公共人材バンク運営要綱第 13 条第３項の規定により、次のとおり派遣計画を変更いたし

ますので届け出ます。 

 

   派遣承諾番号  平成  年  月  日付大市民第    号 

   派遣先団体名                        

  

【派遣回次及び活動内容】 ※変更した部分に下線を引くこと。 

 

（※注）大阪市が経費を負担する派遣の対象は、企画会議または外部も含む関係者の合意形成を図る場

もしくはまちづくり活動の知識やノウハウ等の習得のための勉強会に限るものとする。 

（※注）活動内容の軽微な変更については、本届出書の提出は不要とする。 

 

 

 

 

回 次 内 容 

第 １ 回 
 
 

第 ２ 回 
 
 

第 ３ 回 
 
 

第   回 
 
 

第   回  

第   回  



（様式第 13 号） 

平成  年  月  日  

 

大 阪 市 長 

 

登録番号      ―         
 
 

氏名                  

 

 

大阪市地域公共人材活動報告書 

 

 

平成  年  月  日付け大市民第   号にて通知を受けた派遣について、大阪市地域公共

人材バンク運営要綱第 14 条の規定により、次のとおり活動を報告します。 

 

 

記 

 

 

 

１ 派 遣 日 時  平成  年  月  日（  ）  ：   ～   ：    

                      

 

２ 派 遣 場 所                                   

 

 

３ 参 加 人 員      人 

 

 

４ 活動内容（当日使用した資料等があれば、別途添付すること） 

 

 

 

 


